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索 引

【アルファベット・数字】

２SLS（二段階最小二乗法）
→ 最小二乗法を見よ

３SLS（三段階最小二乗法）
→ 最小二乗法を見よ

ADB（アジア開発銀行）７３�９６―９８
AFTA（ASEAN自由貿易地域）１０２
AS曲線 ３
ASEAN自由貿易地域
→ AFTA を見よ

BAPPENAS（国家計画開発庁）１３０
BEC分類 １５７�１７２
BLUE（最小分散線型不変推定量）
４５―４７

BOK（韓国銀行）８１�８６―８８
CES関数 ７３
CGEモデル ５
CLMV諸国 ９５―９７�１２５
CO（Cochrane−Orcutt（法））４６
DSGEモデル ４�１２
DW（ダービン・ワトソン統計量（比））４６�
７４

EPA（経済連携協定）１６４
ERIA（東アジア・ASEAN 経済研究セン
ター）７

EU（欧州連合）７
F統計量 ３０
FA−VAR → VARを見よ
FDI（海外直接投資）（直接投資も見よ）８１�
９６

FIML → 完全情報最尤法を見よ
FTA（自由貿易協定）７�１６４
GDP（国内総生産）２１�２３�３１
Global VAR → VARを見よ
GLS → 一般化最小二乗法を見よ
GMM → 一般化モーメント法を見よ
GNI（国民総所得）８８
GNP（国民総生産）８１
GTAPモデル ７

h統計量 ４２�７４�１２７
HS（HSコード）１５８�１８１
IDE−GSMモデル ７
IMF（国際通貨基金）３�７３
INTERLINK モデル ３
IS曲線（LM曲線も見よ）８

IS−LM（曲線・モデル）３�４�８
IV（操作変数）４８
JICA（国際協力機構）９９
KDI（韓国開発研究院）８３
LM曲線 ８
ML（最尤法）４６
MULTIMODモデル ３
NERI（国家経済研究所（ラオス））１０４
NESDB（国家経済社会開発委員会（タイ））
１０７

NIEs（新興工業経済）２５�７７
ODA（政府開発援助）６９
OLS → 最小二乗法を見よ
PW（プレイス・ウィンスティン（法））４６
RBCモデル ８
RCEP（東アジア地域包括的経済連携）７
RMSE（平均平方誤差）５５
RMSPE（平均平方誤差率）５５
SITC（標準国際貿易商品分類） １５６�１７２�
１７８

TPP（環太平洋経済連携協定）７
TU（タイルの U，不一致係数）
→ タイルの Uを見よ

VARモデル ９�１１―１３
FA−VAR １２
Global VAR １１
パネル VAR １２

VES（VES（j関数））７３
VN（フォン・ノイマン比）
→ フォン・ノイマン比を見よ

WCO（世界税関機構）１５８
WDI（世界開発指標（世銀））９７�９９
WS（EViews）
→ ワークスペースを見よ
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WTO（世界貿易機関）７

【あ行】

隘路（ボトルネック）２４
アジア NIEs ２５�７７
アジア通貨危機 ３８�７７�８６
アジア開発銀行 → ADBを見よ
一般均衡モデル ２�５
一般化最小二乗法（GLS）４６�１３７
一般化モーメント法（GMM）４８
因果関係 １１
インパルス応答関数 １１
インフレターゲット
→ 物価安定目標制を見よ

エラーメッセージ（EViewsの）１５０

【か行】

外生ショック ８�６０
外生変数
→ 内生変数および外生変数を見よ

ガウス－マルコフ（Gauss−Markov）の定理
４４

価格競争力 ７８�８３�９９
価格の硬直性 ３�１５
貨幣供給量 １０３
カリブレーション ６�８
為替政策 ８５�９９
為替レート ６３�８５�１９８
韓国開発研究院 → KDIを見よ
韓国銀行 → BOK を見よ
慣性効果 ３３�４０
消費の――― ４０�４２�１３３

間接投資 １４４
完全情報最尤法（FIML）４８
環太平洋経済連携協定
→ TPPを見よ

技術進歩係数 ２４
季節調整 ４６
供給型 ２３�７７�９０�１００
供給決定型 ２３
供給（先決）型 ２３

供給天井型実質フローモデル ７３

競争者の輸出価格 １５９�１６４
金融政策 ３�８９�１０３
経済協力開発機構 → OECDを見よ
経済財政モデル ４
経済成長 １�７２�７８�９８�１１３
経済予測 １�２１�５９�７２�８４�１０９
経済の発展段階 ２４
ケインズ型・ケインジアンタイプ ８０�８４�
１３９

ケインズ経済学 ３
決定係数（自由度修正済み）３０
公共投資
→ 政府支出・公共投資・政府投資を見よ

恒常所得仮説 ４
構造改革 ８６
構造型 １０�４３�４８�１８３�１８５�１８６
構造ショック １０
構造方程式 ３�３１�１４７
行動方程式 ３４
鉱物資源 １０３
高齢化 １１３
国際協力機構 → JICA を見よ
国際産業連関表
→ 産業連関表を見よ

国際通貨基金 → IMFを見よ
国連 Comtrade １４６�１６８
誤差項の自己相関 ４６
誤差項の確率分布 ４５
国家計画開発庁（インドネシア）
→ BAPPENASを見よ

国家経済研究所（ラオス）
→ NERIを見よ

国家経済社会開発委員会（タイ）
→ NESDBを見よ

【さ行】

最小二乗法 ３�１０�４４
２SLS（二段階最小二乗法）４８
３SLS（三段階最小二乗法）４８
最小二乗法適用のための条件 ４４

最小分散線型不偏推定量 （BLUE）４５
財政 ３�５９�８７�９９�１６５
―――支出 ６２�９９�１６５
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―――政策 ３�５９�９０�９９�１０５
最適化行動 ５
産業連関表 ６
国際――― ７

識別 １０�４８�１８３
識別問題 ４８�１８３
識別の階数条件 １８７
時系列データ ３�２０�２７�９６�１７３
システム推定 ４８
実証モデル １�２２
実用経済モデル １�１２
資本ストック ６９�７８�８０
資本分配率 ２４
シミュレーション ５�２８�５４�７７�８１�９８�
１１４�１３０�１６５
シナリオ――― ５８
ショック――― ５８�８８
―――試験 ６２�１４３

シムズ批判 ２�１０
需給ギャップ ３�１０１�１０５
需給調整 ７９
需要圧力 ７０�８２
需要型 ２３�６０�７７�１００
需要決定型 ２３
需要（先決）型 ２３

需要項目 ９�２３�９０
需要制約 ７９�９０
需要不足 ７８
小国の仮定 ２５�７８�１４８
少子化 １１３
乗数効果 ６２�８０
乗数分析 ７７�１０７
消費関数 ３�２４�３４�３９�８８�１１３
自律的な成長経路 ２６
新古典派 ８�８９
人口ピラミッド １１３�１３０
人口ボーナス １１３�１３０
新古典派経済成長理論 ８９
推定バイアス １０
政策立案 １０１�１４３
生産関数 ２４�７３�８１
静的モデルと動的モデル ３９
政府開発援助 → ODA を見よ
政府支出・公共投資・政府投資 ３１�５８�８０�

１６６
（公共投資）４�６９�８４
（政府投資）２３�１０３

政府消費 ５９�８３
政府投資 →
政府支出・公共投資・政府投資を見よ

制約条件 １１�７８
世界経済モデル ３
世界貿易機関 → WTOを見よ
線形補間 １１８�１８９
先決内生変数 ３３
先決変数 １０�４９
潜在成長率 ８８
操作変数法 ４８�１３０

【た行】

タイルの U（不一致係数・TU）５５
多変量自己回帰モデル ２�９
単一推定 ４８
短期経済予測パイロットモデル ３
短期ゼロ制約 １１
短期日本経済マクロ計量モデル ４�１３
短期モデルと長期モデル ２５
短期モデル ２５�２８
長期モデル ２５�２８

中期多部門モデル ３
超高齢社会 １１３
長期ゼロ制約 １１
直接投資（FDIも見よ）７８�９６�１４４
通貨危機 ４６�７７�８６
通貨政策 ８６
定義式 ２３�３４�１４７
テイラー・ルール ８
統計的不突合 １９９
投資関数 ３�２２�７９�８８�１２６
同時決定 １０
同時方程式 ２０�４７�１３０
―――バイアス問題 ４７�１３０

投資リンク １８０
途上国モデル ７７
トータル・テスト ５５
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【な行】

内生変数と外生変数 ３１
内生変数 １０�３１�４３�１４８�１８３
みた目上の――― １５４

外生変数 ３１�３９�４３�６０�１４７�１６１�１８３
純粋な――― ４４�１５４

内挿（期間内）シミュレーション ５４
ニューケインジアン・フィリップス曲線
８

年齢分布係数 １１９
年齢別消費 １１７

【は行】

パーシャル・テスト ５５
働き盛り １１３
パラメータ ３�２０�２９�４６�１１５�１８３
―――の一致性 ４７
―――の統計的有意性 ３０
―――の符号条件 ２９�１１８

非関税障壁 １４�１８０
非グループ国との差別化 １６３
東アジア地域包括的経済連携
→ RCEPを見よ

東アジア地域モデル １４３
貧困削減 ９８
ファイナル・テスト ５５�８８
不一致係数 → タイルの Uを見よ
フォン・ノイマン比（VN）５６
符号制約 １１
物価安定目標制（インフレターゲット）８７
ブラックボックス統計学 ７４
フロー変数 ２０
プロジェクト・リンク １４３
分散分解 １１
平均平方誤差 → RMSEを見よ
平均平方誤差率 → RMSPEを見よ
変数のラグ構造 ２９
変数フローチャート ４９
変数変換 ２９�１５２
貿易マトリクス １４７�１５５
貿易モデル １４７
貿易リンクシステム １４４

貿易リンクモデル １１７�１４３
貿易財の区分 １５４

【ま行】

マクロ計量モデル ２�３�１２�１９�７７�９５�１１４
ミクロ経済学的基礎付け ４
見た目上の内生変数
→ 内生変数を見よ

民間消費 ４２�１１５
盲腸 ７３
モデルの中核をなす定義式 ３５
モデルパフォーマンスの三種類のテスト
５５

モデル解と実績値 ５５�１２９

【や行】

有効需要 ２５�７９
誘導型 ５�１０�４３�１８３
輸出志向 ７８
輸出主導 ７９
輸入代替工業化 ７８
輸入関数の定式化 １５１�１９７

【ら行】

ライフサイクル仮説 ５�１１５
ラグ項 ３９�１５２
ラグ付き被説明変数 ３３
ラグの次数 １１
利子率 ５�８５�１０５
量的時系列データ ２０
理論モデル １
ルーカス批判 ２�４
連鎖方式 １７４
連立方程式体系 ３�２０
労働分配率 ２４

【わ行】

ワークスペース（EViews）１４９�１７４
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